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○福井市生活困窮者住居確保給付金の支給に関する規則 

平成２７年３月３１日 

規則第１１号 

（趣旨） 

第１条 生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号。以下「法」という。）に基づく生活

困窮者住居確保給付金に関する事務の取扱いについては、法、生活困窮者自立支援法施行令（平

成２７年政令第４０号）及び生活困窮者自立支援法施行規則（平成２７年厚生労働省令第１６号。

以下「省令」という。）に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

（支給の申請） 

第２条 法第６条第１項の規定による生活困窮者住居確保給付金（以下「給付金」という。）の支

給を受けようとする者は、省令第１３条の生活困窮者住居確保給付金支給申請書のほか、次の各

号に掲げる支給を受けようとする給付金の区分に応じ、当該各号に定める書類のうち市長が必要

と認めるものを市長に提出しなければならない。 

(1) 省令第１１条第１項第１号の規定により支給する生活困窮者住居確保給付金（以下「家賃補助」

という。） 次に掲げる書類 

ア 住居確保給付金申請時確認書（様式第１号） 

イ 入居予定住宅に関する状況通知書（様式第２号） 

ウ 入居住宅に関する状況通知書（様式第３号） 

エ その他市長が必要と認める書類 

(2) 省令第１１条第１項第２号の規定により支給する生活困窮者住居確保給付金（以下「転居費用

補助」という。） 次に掲げる書類 

ア 住居確保給付金申請時確認書（様式第１号の２） 

イ 入居予定住宅に関する状況通知書（様式第２号の２） 

ウ 住居確保給付金要転居証明書（様式第４号） 

エ 転居に要する費用の額及び内訳が確認できる書類 

オ その他市長が必要と認める書類 

（申請の審査等） 

第３条 市長は、前条に規定する申請があった場合において、審査の結果、申請内容が適正である

と認められ、かつ、当該申請をした者が新たな住居の確保が必要な者であるときは、家賃補助の
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申請をした者に対しては住居確保給付金支給対象者証明書（様式第５号）を、転居費用補助の申

請をした者に対しては住居確保給付金支給対象者証明書（様式第５号の２）を交付するものとす

る。 

２ 前項の住居確保給付金支給対象者証明書の交付を受けた者であって住宅を確保できたものは、

住居確保報告書（様式第６号）を住宅入居後７日以内に、市長に提出しなければならない。 

３ 住居確保報告書には、入居した賃貸住宅の賃貸借契約書の写し及び新住所における住民票の写

しを添付しなければならない。 

（報告依頼書） 

第４条 法第２２条の規定により文書の閲覧若しくは資料の提供又は報告を求めるときは、報告依

頼書（様式第７号）によるものとする。 

（支給の決定） 

第５条 市長は、給付金の支給を決定したときは、家賃補助の申請をした者に対しては住居確保給

付金支給決定通知書（様式第８号）により、転居費用補助の申請をした者に対しては住居確保給

付金支給決定通知書（様式第８号の２）により通知するものとし、当該給付金の不支給を決定し

たときは、住居確保給付金不支給通知書（様式第９号）により通知するものとする。 

（常用就職の報告） 

第６条 家賃補助の支給の決定を受けた者（以下「家賃補助受給者」という。）は、給付金の支給

の決定後に、常用就職した場合には、常用就職届（様式第１０号）に収入見込額が確認できる書

類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する報告を行った家賃補助受給者は、報告を行った月以降、収入額を確認すること

ができる書類を、毎月市長に提出しなければならない。 

（支給額の変更） 

第７条 給付金の支給額に変更が生じる場合は、家賃補助受給者にあっては住居確保給付金変更支

給申請書（様式第１１号）に、転居費用補助の支給の決定を受けた者にあっては住居確保給付金

変更支給申請書（様式第１１号の２）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請があった場合において、支給額の変更を決定したときは、家賃補

助の支給額の変更の申請をした者に対しては住居確保給付金変更支給決定通知書（様式第１２号）

により、転居費用補助の支給額の変更の申請をした者に対しては住居確保給付金変更支給決定通

知書（様式第１２号の２）により通知するものとする。 
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（支給の中断） 

第８条 家賃補助受給者は、疾病又は負傷により求職活動を行うことが困難になった場合は、住居

確保給付金支給中断届（様式第１３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する届出があった場合において、家賃補助の支給の中断を決定したときは、

住居確保給付金支給中断通知書（様式第１４号）により当該届出をした者に通知するものとする。 

３ 前項の決定を受けた者は、心身の回復により就職活動を再開できるときには、住居確保給付金

支給再開届（様式第１５号）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、前項に規定する届出があった場合において、支給の再開を決定したときは、住居確保

給付金支給再開通知書（様式第１６号）により当該届出をした者に通知するものとする。 

（支給の中止） 

第９条 市長は、家賃補助の支給決定後に、省令第１５条に規定する場合のほか家賃補助の支給要

件を欠く事由が生じたときは、家賃補助の支給を中止することができる。 

２ 市長は、家賃補助の支給を中止したときは、住居確保給付金支給中止通知書（様式第１７号）

により家賃補助受給者に通知するものとする。 

（支給期間の延長） 

第１０条 家賃補助受給者が支給期間の延長又は再延長を希望する場合は、支給期間の最終の月の

末日までに生活困窮者住居確保給付金支給申請書（期間（再）延長）（様式第１８号）に必要な

書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請があった場合において、支給期間の延長又は再延長を決定したと

きは、住居確保給付金支給決定通知書（期間（再）延長）（様式第１９号）により当該申請をし

た者に通知するものとする。 

（委任） 

第１１条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第４６号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年９月２８日規則第４２号の２） 

この規則は、平成３０年１０月１日から施行する。 
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附 則（令和２年１２月１６日規則第９７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年４月１日規則第３８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年６月２０日規則第４１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正前のそれぞれの規則に定める様式により作成された用紙は、当分の間、所

要の調整をして使用することができる。 

附 則（令和７年４月１日規則第２６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和７年７月１１日規則第５１号） 

この規則は、令和７年８月１日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 

様式第１号の２（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 

様式第２号の２（第２条関係） 

様式第３号（第２条関係） 

様式第４号（第２条関係） 

様式第５号（第３条関係） 

様式第５号の２（第３条関係） 

様式第６号（第３条関係） 

様式第７号（第４条関係） 

様式第８号（第５条関係）） 

様式第８号の２（第５条関係） 

様式第９号（第５条関係） 

様式第１０号（第６条関係） 

様式第１１号（第７条関係） 

様式第１１号の２（第７条関係） 

様式第１２号（第７条関係） 

様式第１２号の２（第７条関係） 

様式第１３号（第８条関係） 

様式第１４号（第８条関係） 

様式第１５号（第８条関係） 

様式第１６号（第８条関係） 

様式第１７号（第９条関係） 

様式第１８号（第１０条関係） 

様式第１９号（第１０条関係） 

 


